
規 則

告 示

�愛媛県告示第１７２９号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県規則第６２号
愛媛県立医療技術大学学則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立医療技術大学学則の一部を改正する規則

愛媛県立医療技術大学学則（平成１５年愛媛県規則第７０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員）

第７条 本学に次の職員を置く。

�～� 省略

� 准教授

�～� 省略

（教授会）

第９条 省略

２ 教授会は、学長、学部長、教授、准教授及び講師（常時勤務す

る者に限る。）をもって組織する。ただし、学長は、必要がある

と認める場合は、その他の職員を加えることができる。

３～５ 省略

（職員）

第７条 本学に次の職員を置く。

�～� 省略

� 助教授

�～� 省略

（教授会）

第９条 省略

２ 教授会は、学長、学部長、教授、助教授及び講師（常時勤務す

る者に限る。）をもって組織する。ただし、学長は、必要がある

と認める場合は、その他の職員を加えることができる。

３～５ 省略

附 則

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。
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�愛媛県告示第１７３０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７３１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

四国産業株式会社
代表取締役 上田 宗徳 松山市三番町八丁目３２８番１０ 平成１８年

１０月３１日

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

聴 覚 ・ 平 衡 機 能 障 害 耳鼻咽喉科 医療法人真泉会第一
病院 山 田 和 臣 今治市宮下町一丁目１番２１号 平成

１８年１２月１日

名 称 所 在 地 開設者の住所及び氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

愛媛県立三島病院 四国中央市中之庄町１６８４番地２ 松山市
愛媛県知事 加戸 守行 精神通院医療 平成１８年

１２月１日

金井神経科内科 西条市北条４３７－３ 西条市
金井 煕 精神通院医療 平成１８年

１２月１日

医療法人桜会たぼ麻酔科クリニック 松山市古川北三丁目１９番５号
松山市
医療法人桜会 たぼ麻酔科クリニック
理事長 多保 悦夫

精神通院医療 平成１８年
１２月１日

宇和島社会保険病院 宇和島市賀古町二丁目１番３７号
東京都港区
社団法人全国社会保険協会連合会
会長 安西 邦夫

精神通院医療 平成１８年
１２月１日

アキクリニック 今治市共栄町二丁目２－１ 今治市
根布 昭彦 精神通院医療 平成１８年

１２月１日

藤崎薬局 喜多郡内子町内子１９３６ 喜多郡内子町
藤� 尚実

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

しんかわ駅前薬局 伊予市下吾川１９９４－２ 伊予市
大野 紀子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

ティーズ薬局北久米店 松山市北久米町２４６番地２号
松山市
有限会社ティーズ・ファーマシー
代表取締役 田中 智美

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

ティーズ薬局 松山市山越四丁目４番３５号
松山市
有限会社ティーズ・ファーマシー
代表取締役 田中 智美

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

吉村調剤薬局・城辺店 南宇和郡愛南町城辺甲２４６３－２
高知県宿毛市
吉村調剤薬局有限会社
取締役 吉村 すみ代

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社ハルキヤ薬局 四国中央市三島中央二丁目１２－４
四国中央市
有限会社ハルキヤ薬局
取締役 玉置 千代子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

おおかめ調剤薬局 松山市森松町９４７番地３
松山市
有限会社おおかめ調剤薬局
代表取締役 大亀 敦子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

コスモス薬局中央店 四国中央市川之江町２９８０－１
四国中央市
有限会社ネオファルマー
代表取締役 香川 将章

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

信義洋行薬局 四国中央市土居町入野８６０ 四国中央市
越智 敏博

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

城西調剤薬局 松山市高岡町１７８－６
松山市
有限会社城西調剤薬局
代表取締役 渡部 靖子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社城西調剤薬局八幡浜店 八幡浜市古町一丁目１０３０－４
松山市
有限会社城西調剤薬局
代表取締役 渡部 靖子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社城西調剤薬局大洲店 大洲市東大洲１４１
松山市
有限会社城西調剤薬局
代表取締役 渡部 靖子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

つばき調剤薬局 松山市古川西１－１０－１１
松山市
有限会社城西調剤薬局
代表取締役 渡部 靖子

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号

１０２８
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�愛媛県告示第１７３２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

有限会社ひろ調剤薬局北斎院店 松山市北斎院町９２８番地２
松山市
有限会社ひろ調剤薬局
代表取締役 渡部 雄二

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社ひろ調剤薬局砥部店 伊予郡砥部町高尾田６３５－４
松山市
有限会社ひろ調剤薬局
代表取締役 渡部 雄二

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社ひろ調剤薬局北土居店 松山市北土居町３７１番地５
松山市
有限会社ひろ調剤薬局
代表取締役 渡部 雄二

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

有限会社ひろ調剤薬局田窪駅前店 東温市田窪２０２７
松山市
有限会社ひろ調剤薬局
代表取締役 渡部 雄二

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

ときわ調剤薬局 南宇和郡愛南町御荘平城２３１１ 南宇和郡
土岐 英之

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

そよかぜ薬局 新居浜市中萩町１－４０
新居浜市
株式会社サミット
代表取締役 香川 将章

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

ゆかわ薬局道後店 松山市道後一丁目２－１２
松山市
有限会社ゆかわ薬局
代表取締役 湯川 充喜

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

薬寿マリン薬局 八幡浜市大平１－７７４－５
八幡浜市
有限会社薬寿
代表取締役 祖母井 弘澄

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

くすりの健美堂薬局 四国中央市三島中央一丁目７－３０ 四国中央市
大西 啓二

精神通院医療
（薬局）

平成１８年
１２月１日

名 称 所 在 地 開設者の住所及び氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

グリーン薬局 八幡浜市五反田１番耕地１０５５ 西予市
有限会社しみず調剤薬局

平成１８年
１２月１日

しみず調剤薬局 西予市三瓶町朝立１番耕地２２－７ 西予市
有限会社しみず調剤薬局

平成１８年
１２月１日

ヒアサ薬局壬生川店 西条市周布４８６番地４ 今治市
有限会社ヒアサ薬局

平成１８年
１２月１日

有限会社ロンドン薬局 西条市本町１ 西条市
有限会社ロンドン薬局

平成１８年
１２月１日

信義洋行薬局 四国中央市土居町入野８６０ 四国中央市
越智 敏博

平成１８年
１２月１日

みしま薬局 宇和島市長堀３丁目５－１１ 宇和島市
有限会社若葉調剤

平成１８年
１２月１日

藤崎薬局 喜多郡内子町内子１９３６ 喜多郡内子町
藤� 尚実

平成１８年
１２月１日

有限会社ハルキヤ薬局 四国中央市三島中央２丁目１２－４ 四国中央市
有限会社ハルキヤ薬局

平成１８年
１２月１日

そよかぜ薬局 新居浜市中萩町１－４０ 新居浜市
株式会社サミット

平成１８年
１２月１日

コスモス薬局中央店 四国中央市川之江町２９８０－１ 四国中央市
有限会社ネオファルマー

平成１８年
１２月１日

有限会社城西調剤薬局八幡浜店 八幡浜市古町１丁目１０３０－４ 松山市
有限会社城西調剤薬局

平成１８年
１２月１日

有限会社城西調剤薬局大洲店 大洲市東大洲１４１ 松山市
有限会社城西調剤薬局

平成１８年
１２月１日

有限会社ひろ調剤薬局砥部店 伊予郡砥部町高尾田６３５－４ 松山市
有限会社ひろ調剤薬局

平成１８年
１２月１日

有限会社ひろ調剤薬局田窪駅前店 東温市田窪２０２７ 松山市
有限会社ひろ調剤薬局

平成１８年
１２月１日

ときわ調剤薬局 南宇和郡愛南町御荘平城２３１１ 南宇和郡愛南町
土岐 英之

平成１８年
１２月１日

おがた薬局 大洲市若宮４９６番地２ 大洲市
有限会社おがた薬局

平成１８年
１２月１日

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号

１０２９
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�愛媛県告示第１７３３号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

宇和島市 大字坂下津の一
部

平成１５年度から
平成１７年度まで

宇和島市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成１８年１２月８日

�愛媛県告示第１７３４号
農地法に基づく農地の最低限面積の指定（昭和４５年１１月愛媛県告示第１１２４号）の一部を次のように改正する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

区域
面積

区域
面積

郡市名 町村名等 郡市名 町村名等

省略 省略

越智郡

上浮穴郡

喜多郡

西宇和郡

南宇和郡

今治市

宇和島市

八幡浜市

新居浜市

西条市

大洲市

四国中央市

省略

上

島町

省略

内子町のうち旧内子町（旧満穂村、旧

立川村、旧五城村及び旧大瀬村を除

く。）並びに旧五十崎町（旧天神村及び

旧御祓村を除く。）

伊方町のうち旧伊方町及び旧三崎

町

省略

旧渦浦村（旧今治市に限る。）、旧波方

町、旧吉海町、旧伯方町及び旧関前村

省略

旧川之石町

省略

旧石鎚村

旧長浜町（旧喜多灘村、旧出海村、旧

大和村及び旧白滝村を除く。）

省略

３０アール 周桑郡

越智郡

上浮穴郡

喜多郡

西宇和郡

南宇和郡

今治市

宇和島市

新居浜市

四国中央市

省略

小松町のうち旧石鎚村

波方町、吉海町、伯方町、関前村、上

島町

省略

長浜町のうち旧長浜町及び旧櫛生村、

内子町のうち旧内子町、五十崎町のう

ち

旧五十崎町

保内町のうち旧喜須木村及び旧川之石

町、伊方町、三崎町

省略

旧渦浦村

省略

省略

省略

３０アール

上浮穴郡

喜多郡

久万高原町の

うち旧久万町（同町大字入野及び大字

菅生五番耕地並びに同町のうち旧川瀬

村を除く。）、旧面河村及び旧美川村

内子町 のう

ち旧天神村及び旧参川村

４０アール 越智郡

温泉郡

上浮穴郡

喜多郡

宮窪町、上浦町のうち旧瀬戸崎村、大

三島町のうち旧岡山村及び旧宮浦村

中島町のうち旧神和村

小田町のうち旧参川村、久万高原町の

うち旧久万町（同町大字入野及び大字

菅生五番耕地並びに同町のうち旧川瀬

村を除く。）、旧面河村及び旧美川村

長浜町のうち旧大和村、五十崎町のう

ち旧天神村

４０アール

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号
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�愛媛県告示第１７３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

八幡浜市川之内及び国木地域に係る県営土地改良事業計画を定めた

ので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画

書の写しを縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・佐田岬半島東地区）計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月１１日から平成１９年１月１２日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所

�������
�愛媛県告示第１７３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、松山市浄瑠璃町地域に係る県営土地改良事業計画を変更した

ので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・大谷下地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月１１日から平成１９年１月１２日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第１７３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、大洲市喜多山、成能、森山、菅田町宇津、松尾、長谷、黒木、

野佐来、北只、平野町平地、阿蔵、上須戒、多田及び八多喜町並び

に喜多郡内子町内子、城廻、大瀬南及び五百木地域に係る県営土地

改良事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法第

８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写

しを縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・大洲喜多地区）

変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月１１日から平成１９年１月１２日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所、内子町役場及び内子町役場内子分庁

�������
�愛媛県告示第１７３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、喜多郡内子町平岡及び重松地域に係る県営土地改良事業計画

を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の

規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供

する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・大洲喜多地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月１１日から平成１９年１月１２日まで

３ 縦覧場所

内子町役場

�������
�愛媛県告示第１７３９号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

松山市食場町乙１０

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

西宇和郡

北宇和郡

南宇和郡

松山市

今治市

宇和島市

八幡浜市

大洲市

四国中央市

伊方町のうち旧瀬戸町

鬼北町のうち旧愛治村及び旧日吉村

省略

旧神和村

旧宮窪町、旧瀬戸崎村、旧岡山村及び

旧宮浦村

旧�淵村、旧北灘村及び旧下灘村

旧磯津村

旧大和村

省略

西宇和郡

北宇和郡

南宇和郡

宇和島市

四国中央市

保内町のうち旧磯津村、瀬戸町

広見町のうち旧愛治村、日吉村、津島

町のうち旧北灘村及び旧下灘村

省略

旧將渕村

省略

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号
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� 次の森林については、主伐は、択伐による。

食場町乙１０（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町山財１７２１

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

今治市朝倉下乙２０１の１、乙２０１の２、乙２０４から乙２０６ま

で、乙２０７の１から乙２０７の５まで、乙２０８から乙２１２まで、

乙２１４

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１７４１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条の２の規定に基づき、

次の建設業者の営業所の所在地又はその所在が確知できないので公

告する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７４０号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出事項

（愛南水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

南宇和郡愛南町御荘平山１３８９

向 田 信 義

南宇和郡愛南町御荘平山９２２

西 村 章

南宇和郡愛南町御荘菊川２２８９

西 川 忠 男
御 荘 愛南漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成１８年１２月８日から同年１２月２２日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

愛南水 産 課 管 内 の 加 入 区 宇和島地方局産業経済部愛南水産課

�愛媛県告示第１７４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名

（般－１５）第１３９７９号 平成１５年
４月７日 有限会社八木建設 八木 篤雄

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号
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公 告

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７４５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町北表乙３６８番４から

同町北表乙３６８番１まで

旧 ４．０～１０．１ ０．２１３

新 １６．５～９３．３ ０．１６２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猿鳴平城線
南宇和郡愛南町中浦１８３３番５から

同町中浦１８０３番１地先まで

旧 ４．０～２５．０ ０．１３０

新 ９．０～７８．５ ０．０９５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 猿鳴平城線
南宇和郡愛南町中浦１８３３番５から

同町中浦１８０３番１地先まで
平成１８年１２月８日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８宇局建（開）第４号

平成１８年１１月２４日

宇和島市津島町高田甲２７１３番１、甲２７１４番、甲２７１５番、甲２７１６番、甲２７１７

番、甲２７１８番、甲２７２０番、甲２７２２番及び甲２７２６番１

八幡浜市松柏丙５１６番地

株式会社サンリード

代表取締役 清水 俊三

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１１月２７日 特定非営利活動法人
障害者生活センター息吹 田 中 淳 司 松山市福角町１５３６番地５ この法人は、身体・知的・精神の障害（児）者

と家族に対して、共育と共働の事業と生活の安
定と向上及び心のやすらぎの探求をする事業を
通じ、自立生活から自活生活を図り、公益に寄
与する事を目的とする。

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年１２月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 工事名

一般県道岩城弓削線（生名橋） 生名橋建設工事（電子入札

対象案件）

� 工事場所

愛媛県越智郡上島町生名から弓削佐島まで

� 工事概要
りょう

ア 橋梁下部工事（橋脚２基）一式

イ 鉄筋コンクリート製主塔

� 数量 ２基

� 塔高 （Ｐ１）９４．６メートル

（Ｐ２）９３．６メートル
りょう

ウ 橋梁上部工事

� 施工延長 ５１５メートル

� 道路幅員 ４．０（７．５）メートル

� 形式 ３径間連続鋼・コンクリート混合斜張橋
けた げた

ａ ＰＣ桁部 ＰＣ箱桁
げた げた

ｂ 鋼桁部 鋼床版箱桁

エ 使用する主要な資機材
りょう

� 橋梁下部

ａ コンクリート 約６，１０９立方メートル

ｂ 鉄筋 約１，０４１トン

� 鉄筋コンクリート製主塔

ａ コンクリート 約３，００７立方メートル

ｂ 鉄筋 約１，３４０トン
けた

� ＰＣ桁部

ａ コンクリート 約３，５１０立方メートル

ｂ 鉄筋 約５４２トン

ｃ ＰＣ鋼材 約９９トン
げた

� 鋼桁部

ａ 鋼材 約５６０トン

� 工期

工事請負契約の成立の日の翌日から平成２１年１２月２５日まで

� 予定価格

４，７５６，５００，０００円（４，５３０，０００，０００円（消費税及び地方消費

税を除く。））

� 調査基準価格

４，００８，５５７，９７１円（３，８１７，６７４，２５９円（消費税及び地方消費

税を除く。））

� その他

ア この公告の工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、分別解体等及

び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工

事である。

イ この公告の工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け

付ける契約後ＶＥ方式の工事である。

ウ この公告の工事の入札は、愛媛県電子入札運用基準（工事・

業務）（平成１７年８月１７日制定）に定義するシステム（以下

「電子入札システム」という。）による。ただし、電子入札

システムにより難い者又は特に紙入札を希望する者は、知事

の承諾を得たときに限り紙入札方式によることができる。

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札参加資格を有する者

愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛媛

県告示第１２７５号）第２条第２項に規定する特定建設工事共同企

業体（以下「共同企業体」という。）として、次に掲げる要件

をすべて満たす者であること。

ア 構成員の数が３者であり、任意かつ自主的に結成されたも

のであること。

イ 代表者である構成員が次に掲げる要件をすべて満たす者で

あること。

� 知事の審査を受け、工事種別「土木一式工事」について

平成１８年度の特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９

号）第１条に規定する特定調達契約をいう。以下同じ。）

に係る競争入札等に参加する資格を有すると認められた者

であること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

の規定に該当しない者であること。

� この公告の工事に係る他の共同企業体の構成員でない者

であること。

� 特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書（以

下「申請書」という。）の提出期限の日から落札者の決定

の日までの間に、愛媛県建設工事指名停止措置要綱（昭和

６３年８月１日制定）に基づいて知事が行う指名停止の期間

がない者であること。

� 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生

手続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

の規定による更生手続開始の申立てがなされていないこと

（民事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の

規定による更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。

� 平成１６年度又は平成１７年度に完成した愛媛県土木部及び

農林水産部発注の土木一式工事に係る工事成績評定点の平

成１６年度の平均点数又は平成１７年度の平均点数のいずれか

が６５点未満の者でないこと。

� 土木工事業について、特定建設業の許可（建設業法（昭

和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項

第２号に掲げる者に係る同項の許可をいう。以下同じ。）

を受けている者であること。

� 法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（その審

査基準日が申請書の提出期限の日から起算して過去１年７

月以内であるもののうち、直近のものに限る。以下「直近

の経営事項審査」という。）の結果通知書の総合評定値が、

土木一式工事において１，２００点以上の者であること。

	 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、次の

要件をすべて満たす工事の元請（共同企業体の構成員であ

る場合にあっては、代表者に限る。以下同じ。）としての

施工実績（財団法人日本建設情報総合センターの工事実績

情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に登録されたもののうち、

工事が完成したもの（以下「ＣＯＲＩＮＳに登録されたも

の」という。）に限る。）を有する者であること。ただし、

当該施工実績が平成１６年４月１日以後に完成した愛媛県土
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木部及び農林水産部発注の土木一式工事に係るものにあっ

ては、工事成績評定点が６５点未満のものは、施工実績とし

て認めない。

ａ 鉄筋コンクリート製主塔を有するＰＣ斜張橋又はエク

ストラドーズド橋であること。

ｂ 最大支間長１１５メートル以上であること。

� 次の要件をすべて満たす監理技術者を専任で配置するこ

とができる者であること。

ａ 技術士（建設部門に係るものに限る。）又は一級土木

施工管理技士の資格を有する者であり、かつ、監理技術

者資格者証（土木工事業に係るものに限る。）及び監理

技術者講習修了証を有する者又はこれに準ずる者である

こと。

ｂ 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、�
に規定する工事（元請としてのものであり、かつ、ＣＯ

ＲＩＮＳに登録されたものに限る。）に監理技術者又は

主任技術者として従事した経験（当該工事の工期の３分

の２以上を占める従事経験に限る。）を有すること。た

だし、当該従事経験が平成１６年４月１日以後に完成した

愛媛県土木部及び農林水産部発注の土木一式工事に係る

ものにあっては、工事成績評定点が６５点未満のものは、

従事経験として認めない。

� 構成員のうち、出資比率が最大で、かつ、直近の経営事

項審査の結果通知書の総合評定値が土木一式工事において

最高の者であること。
けた

ウ 代表者以外の構成員が、ＰＣ桁部の施工を担当する構成員
げた

にあっては�の要件を、鋼桁部の施工を担当する構成員にあ
っては�の要件を満たす者であること。

けた

� 次に掲げるＰＣ桁部の施工を担当する構成員の要件

ａ イ�から�までに掲げる要件
ｂ 直近の経営事項審査の結果通知書の総合評定値が、プ

レストレストコンクリート工事において１，０００点以上の

者であること。

ｃ 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、次

の要件をすべて満たすＰＣ橋上部工事の元請としての施

工実績（ＣＯＲＩＮＳに登録されたものに限る。）を有

する者であること。ただし、当該施工実績が平成１６年４

月１日以後に完成した愛媛県土木部及び農林水産部発注

の土木一式工事に係るものにあっては、工事成績評定点

が６５点未満のものは、施工実績として認めない。

� 最大支間長７０メートル以上であること。

� 架設工法が現場製作による片持式張出架設であるこ

と。
けた

ｄ 次の要件をすべて満たす技術者を、ＰＣ桁部の施工管

理を担当する主任技術者として、専任で配置することが

できる者であること。

� 技術士（建設部門（鋼構造及びコンクリート）に係

るものに限る。）又は一級土木施工管理技士の資格を

有する者であり、かつ、監理技術者資格者証（土木工

事業に係るものに限る。）及び監理技術者講習修了証

を有する者又はこれに準ずる者であること。

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、

ｃに規定する工事（元請としてのものであり、かつ、

ＣＯＲＩＮＳに登録されたものに限る。）に監理技術

者又は主任技術者として従事した経験（当該工事の工

期の３分の２以上を占める従事経験に限る。）を有す

ること。ただし、当該従事経験が平成１６年４月１日以

後に完成した愛媛県土木部及び農林水産部発注の土木

一式工事に係るものにあっては、工事成績評定点が６５

点未満のものは、従事経験として認めない。
げた

� 次に掲げる鋼桁部の施工を担当する構成員の要件

ａ 知事の審査を受け、工事種別「鋼構造物工事」につい

て平成１８年度の特定調達契約に係る競争入札等に参加す

る資格を有すると認められた者であること。

ｂ イ�から�までに掲げる要件
ｃ 平成１６年度又は平成１７年度に完成した愛媛県土木部及

び農林水産部発注の鋼構造物工事に係る工事成績評定点

の平成１６年度の平均点数又は平成１７年度の平均点数のい

ずれかが６５点未満の者でないこと。

ｄ 鋼構造物工事業について、特定建設業の許可を受けた

者であること。

ｅ 直近の経営事項審査の結果通知書の総合評定値が、鋼

橋上部工事において１，０００点以上の者であること。

ｆ 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、次

の要件をすべて満たす鋼橋上部工事の元請としての施工

実績（ＣＯＲＩＮＳに登録されたものに限る。）を有す

る者であること。ただし、当該施工実績が平成１６年４月

１日以後に完成した愛媛県土木部及び農林水産部発注の

鋼構造物工事に係るものにあっては、工事成績評定点が

６５点未満のものは、施工実績として認めない。
げた

� 鋼箱桁橋の上部工事であること。

� 架設工法がフローティングクレーンによる一括架設

であること。
げた

ｇ 次の要件をすべて満たす技術者を、鋼桁部の施工管理

を担当する主任技術者として、工場での製作期間に配置

することができ、かつ、現地での架設期間に専任で配置

することができる者であること。

なお、工場での製作期間に配置する技術者と現地での

架設期間に専任で配置する技術者とは同一の者でなくて

もよいものとする。

� 技術士（建設部門（鋼構造及びコンクリート）に係

るものに限る。）又は一級土木施工管理技士の資格を

有する者であり、かつ、監理技術者資格者証（鋼構造

物工事業に係るものに限る。）及び監理技術者講習修

了証を有する者又はこれに準ずる者であること。

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１０年間に、

ｆに規定する工事（元請としてのものであり、かつ、

ＣＯＲＩＮＳに登録されたものに限る。）に監理技術

者又は主任技術者として従事した経験（当該工事にお

ける現地での架設期間の３分の２以上を占める従事経

験（工場での製作期間に配置する技術者は、当該工事

における工場での製作期間の３分の２以上の従事経験）

に限る。）を有すること。ただし、当該従事経験が平

成１６年４月１日以後に完成した愛媛県土木部及び農林

水産部発注の鋼構造物工事に係るものにあっては、工

事成績評定点が６５点未満のものは、従事経験として認
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めない。

エ 各構成員の出資比率が、２０パーセント以上であること。

オ 共同企業体の有効期間が、次に定める期間であること。

� この公告の工事の契約の相手方となった場合は、当該工

事の請負代金の精算払を受けるまでの間

� この公告の工事の契約の相手方とならなかった場合は、

当該工事の契約の相手方が確定するまでの間

� 入札参加資格の確認

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、愛媛県建設工事

共同企業体事務取扱要綱第１１条第１項の規定に基づき、申請

書を知事に提出し、入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。

イ アに掲げる申請書の提出は、原則として、代表者となろう

とする者が、電子証明書（ＩＣカード）を取得し、電子入札

システムへの利用者登録を完了した上で行わなければならな

い。ただし、紙入札方式による場合にあっては、この限りで

ない。

ウ 申請書は、電子入札システムにより平成１８年１２月８日（金）

から２５日（月）までの電子入札システムの稼働時間中（午前

９時から午後５時までをいう。以下同じ。）に提出すること。

ただし、紙入札方式による者にあっては、�に掲げる期間に
�に掲げる場所へ、申請書を持参又は郵送（書留郵便等の配
達記録が残るものに限る。以下同じ。）により提出すること。

� 受付期間

平成１８年１２月８日（金）から２５日（月）までの受付時間

中（午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）

なお、郵送による場合にあっては、平成１８年１２月２５日（月）

の午後５時までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 受付場所

愛媛県土木部管理局土木管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４３

エ 入札参加資格の確認の結果は、申請書を提出した者（以下

「申請者」という。）に対して、平成１９年１月１５日（月）ま

でに、電子入札システムにより通知する。

なお、紙入札方式による者にあっては、書面により通知す

る。

オ その他

� 申請書の作成等に係る費用は、申請者の負担とする。

� 提出された申請書は、返却しない。

� 詳細は、入札説明書による。

� 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明

ア 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、

知事に対して説明を求めることができる。

イ アの説明を求める場合には、その旨を記載した書面を、平

成１９年１月２４日（水）までの受付時間中に�ウ�に掲げる場
所に持参して提出すること。郵送又は電送による書面は、受

け付けない。

ウ イの書面を提出した者に対する回答は、平成１９年１月２９日

（月）までに、書面により行う。

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成１８年１２月８日（金）から平成１９年２月１日（木）まで

イ 交付（掲載）場所

� 愛媛県ホームページ（以下「県ホームページ」という。）

http：／／www．pref．ehime．jp／０７０doboku／０１０dobokukanri／

００００５７３７０４１１２４／index．htm

� 入札情報公開システム

http：／／ebid．pref．ehime．jp／ppi．html

� �ウ�に掲げる場所
ウ なお、設計書、図面及び仕様書については、平成１８年１２月

８日（金）から平成１９年１月２９日（月）までの間において、

入札説明書に定めるところにより貸与する。

エ 入札説明書について質問がある場合は、電子入札システム

により、平成１８年１２月１１日（月）から平成１９年１月１９日（金）

までの電子入札システムの稼働時間中に提出すること。ただ

し、電子入札システムにより難い場合は、質問事項を記載し

た書面を持参又は郵送により提出することができる。詳細は、

入札説明書による。

オ エの質問に対する回答を記載した書面は、次のとおり閲覧

に供するとともに、その内容を県ホームページに公表する。

� 閲覧期間

平成１９年１月２５日（木）から２９日（月）までの受付時間

中

� 閲覧場所

�ウ�に掲げる場所
３ 入札及び開札

� 電子入札システムによる入札の期間

平成１９年１月３０日（火）から２月１日（木）までの電子入札

システムの稼働時間中

� 開札の日時

平成１９年２月２日（金）午前１１時

� 開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階入札室

� 入札書の提出方法

原則として、電子入札システムにより、入札金額及び電子く

じ入力番号を入力の上、提出すること。ただし、紙入札方式に

よる者にあっては、郵便による入札の場合を除き、開札の日時

に開札の場所へ持参して提出すること。

� 郵便による入札の取扱い

郵便による入札の場合は、入札書は、書留郵便により、平成

１９年２月１日（木）午後５時までに、２�ウ�に掲げる場所に
必着のこと。

� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

ウ 予定価格を超える金額を記載した入札書を提出した者に対

しては、不誠実な行為として指名停止の措置を行うことがあ
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る。

エ 調査基準価格を下回る価格で入札を行う者は、開札後直ち

に、入札説明書に定めるところの資料を２�ウ�に掲げる場
所へ持参して提出すること。

４ 契約締結後の技術提案

契約締結後、請負者は、設計図書に定める工事目的物の機能、

性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能と

する施工方法等に係る設計図書の変更について、発注者に提案す

ることができる。提案が適正と認められた場合には、設計図書を

変更し、必要があると認められる場合には請負代金額の変更を行

うものとする。詳細は、特記仕様書等による。

５ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、愛媛県会計規則（昭和

４５年愛媛県規則第１８号。以下「規則」という。）第１３７条の

規定に該当する者については、入札保証金の納付を免除する

ことがある。

イ 契約に際しては、請負代金額の１０分の１（規則第１３３条の

２第２項の規定による調査（以下「低入札価格調査」という。）

に係る契約にあっては、請負代金額の１０分の３）以上の契約

保証金を納付しなければならない。ただし、利付国債の提供

又は金融機関の保証をもって契約保証金の納付に代えること

ができる。また、履行保証保険契約の締結を行い、又は公共

工事履行保証証券による保証を付した場合は、契約保証金の

納付を免除する。

� 工事費内訳書の提出

ア 入札に際し、入札書に記載される金額に対応した工事費内

訳書を電子入札システムにより併せて提出すること（郵便に

よる入札の場合には、封かんした入札書と同封して送付する

こと。）。ただし、紙入札方式による者（郵便による入札を

行う者を除く。）にあっては、開札の日時に開札の場所へ持

参により提出すること。

イ 工事費内訳書には、工事区分及び工種ごとに、金額を記載

すること。

ウ 提出された工事費内訳書は、返却しない。

エ 工事費内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、

入札の効力及び契約上の権利義務に影響を与えるものではな

い。

� 入札の無効等

ア 入札参加資格を有しない者及び入札参加確認申請において

虚偽の申請を行った者の提出した入札書並びに愛媛県建設工

事入札者心得、愛媛県電子入札運用基準（工事・業務）及び

入札に関する条件に違反した者の提出した入札書は、無効と

する。

イ 入札参加資格を有することを確認された者であっても、入

札時点において入札参加資格を失っているときは、その者の

提出した入札書は、無効とする。

� 別に配置を求める技術者

低入札価格調査に係る契約については、監理技術者又は主任

技術者とは別に、同等の要件を満たす技術者の配置を求めるこ

とがある。詳細は、入札説明書による。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

ア 規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限

の範囲内で最低価格をもって入札を行った者を落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者

により当該契約の内容に適合した履行がされないこととなる

おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結す

ることが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって

著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札を行った他の者のうち最低価格を

もって入札を行った者を落札者とすることがある。

イ 落札者が決定した場合は、直ちにすべての入札参加者に対

し電子入札システムにより落札者決定の通知を行うものとす

る。

なお、入札結果は、仮契約締結後、県ホームページ及び入

札情報公開システムにおいて公表する。詳細は、入札説明書

による。

� 契約の成立

ア この公告の工事に係る請負契約は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に基づく愛媛県議会

の議決を得たときに成立する。

イ 落札者の決定後、請負契約の締結までの間において、当該

落札者が２�に掲げる要件のいずれかを満たさなくなった場
合には、当該請負契約を締結しないことがある。

	 特定調達契約に係る競争入札等に参加する資格の審査を受け

ていない者の参加

２�イ�、２�ウ�ａ又は２�ウ�ａの知事の審査を受けて
いない者で共同企業体の構成員になろうとするものは、当該共

同企業体に係る申請書を提出するまでに、知事の審査を受けな

ければならない。


 契約条項を示す場所及び問い合わせ先

愛媛県土木部管理局土木管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４３

� その他

詳細は、入札説明書による。

６ Summary

� Nature and quantity of the construction work to be re―quired：

Construction work on the Ikina Bridge（General Prefectural

Road Iwagi―Yuge Line）

� Time limit of tender by electronic bidding system：５：００

p．m．，１ February２００７（tenders brought with１１：００ a．m．，

２ February２００７ or tenders submitted by mail：５：００ p．m．，

１ February２００７）

� For further information，please contact： Public Works

Administration Division，Administrative Subdepartment，

Department of Public Works，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２６４３

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号

１０３７



雑 報

正 誤

�公 告

肱川水系山鳥坂ダム建設事業に係る環境影響評価準備書の縦

覧及び説明会の開催について

環境影響評価法（平成９年法律第８１号。以下「法」という。）第

１４条第１項の規定に基づき、肱川水系山鳥坂ダム建設事業に係る環

境影響評価準備書（以下「準備書」という。）を作成したので、法

第１６条の規定に基づき次のとおり公告し、準備書を縦覧に供する。

また、法第１７条の規定により、準備書の説明会を開催することと

したので、併せて公告する。

なお、準備書について、法第１８条の規定により環境の保全の見地

からの意見を書面により提出することができる。

平成１８年１２月８日

国土交通省四国地方整備局長

北 橋 建 治

１ 事業者の氏名及び住所

� 事業者の氏名

国土交通省四国地方整備局長 北橋 建治

� 事業者の住所

香川県高松市サンポート３番３３号

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 対象事業の名称 肱川水系山鳥坂ダム建設事業

� 対象事業の種類 ダム新築事業

� 対象事業の規模 貯水面積７６ヘクタール（サーチャージ水位

における貯水池の区域の面積）

３ 対象事業が実施されるべき区域

愛媛県大洲市

４ 関係地域の範囲

愛媛県大洲市、同県西予市

５ 準備書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所

香川県高松市サンポート３番３３号 高松サンポート合同庁舎

国土交通省四国地方整備局総務部総務課（情報公開室）

愛媛県大洲市肱川町予子林６番地４

国土交通省四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁

愛媛県大洲市大洲６９０番地の１

大洲市役所

愛媛県大洲市長浜甲４８０番地の３

大洲市役所長浜支所

愛媛県大洲市肱川町山鳥坂７４番地

大洲市役所肱川支所

愛媛県大洲市河辺町植松５４８番地

大洲市役所河辺支所

愛媛県西予市宇和町卯之町三丁目４３４番地１

西予市役所

愛媛県西予市野村町野村１２号６１９番地

西予市役所野村総合支所

愛媛県西予市城川町下相９４５番地

西予市役所城川総合支所

� 縦覧期間

平成１８年１２月８日から平成１９年１月１５日まで（土曜日、日曜

日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日及び１２月２９日から１月３日までを除く。）

� 縦覧時間

午前８時３０分から午後５時まで（午前１２時から午後１時まで

を除く。）

６ 意見書の提出

法第１８条第１項の規定に基づき、準備書について環境の保全の

見地からの意見を有する者は、意見を書面により提出することが

できる。

７ 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項

� 提出期限 平成１９年１月２９日まで

� 提出先

愛媛県大洲市肱川町予子林６番地４（〒７９７―１５０５）

国土交通省四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所調査設計

課

� 意見書の提出に必要な事項

意見書には次に掲げる事項を記載すること。

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地）

イ 意見書の提出の対象である準備書の名称

ウ 準備書についての環境の保全の見地からの意見

意見書は日本語により、意見の理由も含めて記載すること。

８ 説明会の開催を予定する日時及び場所

� 開催日時

第１回 平成１８年１２月１７日午後２時から

第２回 平成１８年１２月１９日午後２時から

� 開催場所

第１回 愛媛県大洲市肱川町山鳥坂７３番地

大洲市肱川公民館

第２回 愛媛県大洲市東大洲１５８２番地

リジェール大洲

�正 誤

平成１８年１０月６日付け第１８０１号愛媛県告示第１４４７号（医療機関の

指定）中

ページ 箇 所 誤 正

８６２ 開設者の氏名
又は名称

医療法人さいじょう会
星加病院

医療法人さいじょう会
星加医院

８６２ 名称 医療法人さいじょう会
星加病院

医療法人さいじょう会
星加医院

平成１８年１２月８日 発行

愛 媛 県 報平成１８年１２月８日 第１８１９号

１０３８


